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<論文内容の要旨>
本研究は、 19 世紀初期の初等教育制度の実態を明らかにし、その実態の持つ歴史的意義を、公
教育制度形成史との関係において考察することを目的としている。
「ナポレオン学制」の異称を持つ帝国大学とは、「大学による公教育の独占」体制を意味する。
大学のほかに公教育制度は存在せず、小学校、すなわち民衆学校は、「国家によって放棄された制
度」とみなされてきた。先行研究による、こうした通説的認識を克服するためには、小学校の制
度的実態を「国家的視点」に立って、 トータルに把握しなければならない。本研究は、フランス
国立公文書館に所蔵されている未刊行・手稿資料の探索と史実の収集、並びにそれらに蓄積され
た知識の分析を通して、小学校に対する国家、すなわち政府及び大学による制度的関与の実態を
掘り起こし、この時代の民衆教育の実態解明を行った。
本論文は、全 10 章から構成され、次の検討課題を考察している。
(1) 1802 年公教育法の成立過程及びその特徴を、次の三つの分析視点に立って明らかにした。 1)
革命直後の民衆教育に対する地方的世論の態度、 2) コンドノレセ型小学校の「民衆学校」化への理
論的転換の意味を持つ、シャプタル公教育立論の基本的性質、 3) シャプタル型小学校に民衆的、
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地方的、家庭的属性を付与する方向に直進する立法過程(第 1 章、第 2 章)。
(2) 1802 年公教育法が規定する小学校は、国家が関わらない市町村自治的制度の外観を持つ。こ
の事実をもって、小学校は「自由な制度の典型」とみなされているが、史料に基づく政策過程の
追跡によって明らかにされた事実として、小さな学校の復興とともに「国家の覇紳」に縛られて
いく小さな学校、すなわち復興小学校の制度的実在が確認された(第 3 章)。
(3) イギリス大英図書館所蔵の「フランス参事院綴り」文書を用いて、参事院における大学基本
法の形成過程を分析した(第 4 章)。
(4) 国家教育行政制度としての大学の組織と機能を考察することにより、大学による学校教育支
配の構造、大学と小学校との法的、行政的関係及び大学専権体制に組み込まれる初等教育の実態
が明らかにされた(第 5 章)。
(5) 大学による公教育支配の仕組みは、小学校に関しては、法制上の外形にすぎないというのが
これまでの定説である。大学が地方に達した命令、通達、指示の類の分析によって得られた事実
は、小学校に対する大学の関与は、決して「威嚇の外形」ではなく実効性を有していた。その事
実を実証するために、大学独占の証左である宣誓、開業許可証及び免許状並びに学校閉鎖及び教
職追放の実在を示す史料が提示された(第 6 章)。
(6) 初等教育の復興が見られるのは、主に資源に恵まれた都市で、あった。都市のあいだでは、ラ・
サール教職僧の争奪戦が繰り広げられた。世論の力を得て、国家は、ラ・サール教師団に修道会
としての再建を認めた。 19 世紀型民衆教育制度の根幹を成しているのが、大学制度に組み込まれ
ていく「文盲の徒J と呼ばれるキリスト教学校修士会の組織的活動であった(第 7 章)。
(7) ストラスプール師範学校とキリスト教学校修士会修練院が、 19 世紀型小学校の教員を養成す
る基本形として、その制度的基盤を固めたことを明らかにした(第 8 章)。
(8) 大学体制下の国家の意志はラ・サール修士会の再建に集中している。再建キリスト教学校の
形態をめぐって、政府(内務省)、大学、都市自治体及び修道会とのあいだで論戦が繰り広げられ
る。その諸相の解明とともに、地域的、経済的、道徳的環境に対応した、多様な姿形を持つキリ
スト教学校の類型的復興が明らかにされた(第 9 章)。
(9) 差別的社会の教義を反映して、小学校は男子専用の教化施設であった。男女共学を許容しな
い世論に乗じて、ナポレオンは大学から女子教育を除外した。他方、 19 世紀型女子初等教育体制
の基本形になる女子修道会が各地に族生することになった(第 10 章)。
以上の課題の包括的検討から導かれる「国家的視点」に立っとき、小学校を包摂している「国
家の覇粋」の構造は、次のように説明される。市町村が学校を設置するとき、政府は公益性と有
用性を基準に予算を査定する。政府は事実の確認と意見を大学に求める。大学は下部組織を通し
て、大学発行の免許状取得の有無を確認し、学校開設の必要度を見極め、開業許可証を与える。
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大学の意見を徴した上で、政府はしばしば削減した予算の執行を許可する。大学は大学が承認す
る市町村学校規則の中に、大学の権限(人事への介入、学校視察権など)の所在を明記する。まだ
限定された地域(多くの場合、都市)ではあるが、小学校は公教育の施設として、大学の常時の監
督に服する。教師の俸給を左右する授業料と無償枠の設定は、国家機関である知事の権限に属す
る。従って、「小学校」は、アンシアン・レジーム期の、国家のかかわらない「小さな学校」とは
似て非なるものである。
本研究は、国家による公的関与の制度的仕組みが、国家的行政制度の創立と同時に、ナポレオ
ン学制下に準備されたこと、要するに、公教育制度の骨格が「放棄の時代」といわれている、ま
さに「その時代」に形成された、と結論づけている。
<論文審査の結果の要旨>
本研究は、 1800 '" 1815 年ナポレオン統治下、これまでの先行研究が小学校における民衆教育を
「国家によって放棄された制度」と解釈してきたことを批判的に考察し、この時期すでに国家は
小学校に実質的な権力支配を及ぼしており、民衆教育を国家的制度に包摂しつつあったことを当
時公布された教育法令や地域教育史料等の分析を通して実証したものである。すなわち、本論で
は、「モノポール・ユニヴェルシテJ C大学専管)と称されるナポレオン学制において、民衆教育
制度は帝国大学の成立時にその基盤を築き、小学校が帝国大学という国家行政制度のなかに組み
込まれて行く過程を解明している。
従来、近代フランス初等教育史の必読書と見なされてきたゴンタール CM.Gontard) やニック
CC.Nique) らの研究は、 1816 年初等教育令(デクレ)を国家的制度の端緒と捉え、 1833 年初等
教育法(ギゾー法)により国家的指針が決定されたとの解釈をとっており、我が国のフランス教
育史研究の多くもこの見解に依拠してきた。確かに、当時の国家財政の状況からすれば、市町村
が設置・維持する小学校やキリスト教会が取り仕切る慈善学校に委ねられていたことは事実だが、
本論文は 1802 年公教育一般法が、早くも政府や大学にキリスト教学校を公教育体制へと包摂する
内容を規定していた点に注目し、同法の成立過程の分析を通して、市町村、県、大学総長、国の、
初等教育に関する公権力の発現形態を探っている。同様に、 1808 年帝国大学組織令(デクレ)の
成立過程を、その成案をつくった参事院の綴り文書を分析して、行政制度としての大学専権体制
下に初等教育が組み込まれて行く過程を究明している。
その結果、教員の宣誓、学校の開業許可証、及び教員免許状、並びに学校閉鎖及び教職追放な
どに、大学が実質的権限を掌握していた事実、及び小学校への政府、大学、地方自治体の関与の
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統治構造を明らかにし、ナポレオン統治下に既に実質的な民衆教育の国家的制度が構築されてい
たことを論証した。さらに論証の過程で、帝国大学組織令が規定した、リセ付設の師範学級やリ
セから独立した師範学校が、ストラスブール師範学校を晴矢に各県に設置されて行った状況や、
また大学総長のキリスト教学校修士会に対する規制と奨励の実態など、新たな史実の発見も成果
として特筆される。
本論文は、その記述の仕方において情緒的表現が散見されるといった課題が残るが、ナポレオ
ン統治下の公教育及び初等教育に係る膨大な一次資料をフランスやイギリスの公文書館において
探索し、その史実を丹念に分析・整理しながら、初等教育が帝国大学という国家行政制度に包摂
されて行く過程を実証し、フランス教育制度史研究に新たな知見を加えたことは高く評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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